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令和７年度 第２回いわき市男女共同参画審議会

議事⑴ 男女共同参画各種アンケートの集計・分析結果等について



市 民 高 校 生 事 業 所

調査対象
市内に在住または通勤
通学する18歳以上の者

市内の高校２年生
（特別支援学校含む）

従業者１０人以上の
民営事業所

調査期間
９月１日～

９月３０日
９月１日～

９月３０日
１０月１５日～

１１月２０日

設問数
（自由記述含む）

３２問 １９問 ２５問

対象者数 約２６０,０００人 約２,４５０人 １,２６４事業所

回答数 ８１８件 １,１５４件 １７９件

回答方法 LoGoフォーム LoGoフォーム LoGoフォーム
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【市民アンケート】

①回答者の属性等について（5問）
②家庭・結婚観などについて（3問）
③子育てについて（2問）
④仕事について（6問）
⑤女性の活躍推進について（6問）
⑥人権について（6問）
⑦防災について（1問）
⑧社会参加について（2問）
⑨ いわき市における男女共同参画への意見・要望（1問 ※自由記述）

【合計32問】
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主な課題など

【市民アンケート】
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回答者の属性等について
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属性①
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37人
93人 105人 185人 244人 105人 44人 ５人

属性②

代
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「公務員」が40.1％と最も多く、

次いで、
「会社員」 25.1％、
「パート・アルバイト」 9.0％、
「学生」 7.9％ の順となっている。

男女別に見ると、
「公務員」においては、
男性が、52.5％ と過半数を占めているのに対し、
女性は、28.8％にとどまっている。

一方で、
「パート・アルバイト」（15.3％）や
「専業主婦・専業主夫」（9.6％）においては、
女性の割合が男性に比べて高く、

雇用形態や就業形態に男女差が見られる

属性②’
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「配偶者（夫・妻、内縁を含む）」が65.4％と最多。次いで、「息子」30.2％、「娘」26.0％の順となっている。
また、「自分の父・母」と同居（22.1％）や 同居者なし（単身世帯）14.1％ と続く。

属性③
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男女共同参画について
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社会的認知が進んでいる用語（「ＤＶ」、「ジェンダー」、「ワーク・ライフ・バランス」、「LGBTQ」など）と、
社会的認知が進んでいない用語（「ポジティブ・アクション」、「アンコンシャス・バイアス」など）の隔たりが大きい。

男女共同参画①
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食事、掃除、洗濯、買い物、家計管理は女性主体である一方、子育てや地域活動では夫の関与も一定程度見られる。
家事の男女協力は一部で進んでいるが、家事負担の偏りは依然残る傾向にある。

男女共同参画②
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全体では、「結婚は個人の自由であることについて賛成」が多数派（8割超）で、性別に縛られない意識が広がっている。

また、男性よりも、女性にその意識が浸透している。

男女共同参画③

80.2%
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「賛成」、「どちらかとい
えば賛成」の
合計割合（緑枠）が、

18～19歳：86.5％

２０代：94.6％

３０代：89.５％

若年層ほど

「結婚は個人の自由」と
する価値観が強く浸透
している。

男女共同参画③’
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親が希望する子どもの最終学歴は大学進学が最も多く、【子どもが女の子の場合】64.1％、【子どもが男の子の場合】66.0％
大学院についても、【女の子の場合】5.4％、【男の子の場合】7.7％で、一定の割合を占める。

将来の職業選択や学習機会の確保を重視していることがうかがえる。

男女共同参画④
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回答者の就業率は全体で82.8％と高く、特に男性は88.6％とほとんどが働いているのに対し、
女性は77.2％と低めで、働いていない割合22.8％は男性の約2倍となっている。

男女共同参画⑤
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仕
事
を
す
る
の
が
よ
い

男女共同参画⑥
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働き続けるためには、育児・介護休業や柔軟な勤務形態など、仕事と家庭を両立できる職場環境の整備を重要視。
制度面と周囲の理解を一体的に進める必要がある。

男女共同参画⑦
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女性活躍推進について
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「能力とやる気があれば社会進出すべき」との回答が、76.5％と多数を占める。

（
や
る
気
と
能
力
が
あ
れ
ば
）

女性活躍推進①
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女性の進出が望まれる職業は全体・男女とも、「政治家」（議員・首長）が最多。次いで「企業の経営者・管理職」が続く。

女性活躍推進②
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家庭・意識・制度の多方面からの支援が必要とされる結果。
働き続けるためには、育児・介護休業や柔軟な勤務形態など、仕事と家庭を両立できる職場環境の整備
が最重要であり、制度面と周囲の理解を一体的に進める必要がある。

女性活躍推進③
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最も多いのは「男性や家族の家事・育児・介護参加」が64.7％で、家庭内の役割分担の見直しが女性活躍の前提条件
として強く認識。次いで、「保育サービスの充実」が59.5％、「家族の理解と協力」が50.0％と高く、仕事と家庭の両立を
支える環境整備への要望が顕著。また、「男性の意識・行動変容」（49.1％）も約半数に達する。

女性活躍推進④

（
育
児
・
介
護
含
む
）
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女性が職場で活躍するために最も必要とされるのは、「育児・介護との両立を支援する制度の充実」で50.7％、
次いで、「働きやすい職場の環境の整備」が48.5％、

「時間外勤務の抑制や勤務時間の柔軟化」が44.3％と高く、

仕事と生活の両立を支える環境整備への期待が顕著である。

女性活躍推進⑤
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人権・DVについて
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ハラスメントを
「受けたことがあり相談した」
２０.３％、

「受けたが相談しなかった」
１６.９％で、

計３７.２％（赤枠）が、
自身でハラスメントを
受けた経験あり。

さらに「身近で見聞きした」
３２.８％（緑枠）を合わせると、
ちょうど７０％に上る。

人権・DV①

37.2%

赤枠・緑枠を
合わせると、

ちょうど
70％
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DVを「受けたことがあり相談した」
が4.6％、

「受けたが相談なし」が5.7％で、

DV被害者は、合わせて、
10.3％（赤枠）であった。
（女性が男性より多く被害を受け
ている）

「身近で見聞きしたことがある」は、
34.4％（緑枠）と合わせると、
半数近くに迫る。

人権・DV②

10.3%
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人権・DV③
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人権・DV③ ’ 

相談先は性別によって傾向が異なり、男性は職場や家族、女性は友人・知人も含め幅広く相談している。
一方で、行政機関（特に、「国」や「県」）への相談は低い。周知やアクセス等の改善が課題。

、
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男女とも、「相談しても無駄」と考えた割合（63.4％）が最多。
次いで、「自分だけ我慢すればよい」（33.3％）と続く。

人権・DV④
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性別や性的指向に関する

違和感・悩みは全体の13.8%

女性で高く、男性で低い傾向

人権・DV⑤
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「気持ち・情報を共有できる居場所」や「相談窓口の設置」など安心して支援を受けられる環境整備へのニーズが高い

人権・DV⑥
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防災について

34



男女共同参画の視点から必要とされる防災活動では、「女性や乳幼児への配慮を盛り込んだマニュアルや避難所整備」が
最も重視される（54.9%)。 次いで、「防災会議への女性委員登用」と続く（35.5％）。

防災①

女
性
や
乳
幼
児
に
配
慮
し
た

防
災
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
整
備
・

避
難
所
設
備
の
確
保
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女性の「女性や乳幼児等に配慮した防災マニュアルの整備・避難所設備の確保」が65.5％と突出して高い。

防災① ’

女
性
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その他（社会進出等について）
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『男性の「とも家事」意識の醸成』や『家族間のコミュニケーション』などソフト面でのアプローチが必要とされる一方、
『働き方・休暇制度の充実』など制度面の整備も重視

その他①
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男性は、「家族間のコミュニケーション」（55.8％）、次いで、『とも家事」意識の醸成』（42.2%)を重要視。
女性は、『男性の「とも家事」意識の醸成』が突出して高い（61.4%）。
家庭内・職場・社会の複合的支援が必要とされる状況が浮き彫りとなった。

その他① ’
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男女が生涯にわたり心身ともに健康であるためには、全体として、「ライフステージに応じた健康づく
り」と日常的な健康管理が重視されている（55.6％）。

その他②
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市 民 高 校 生 事 業 所

調査対象
市内に在住または通勤
通学する18歳以上の者

市内の高校２年生
（特別支援学校含む）

従業者１０人以上の
民営事業所

調査期間
９月１日～

９月３０日
９月１日～

９月３０日
１０月１５日～

１１月２０日

設問数
（自由記述含む）

３２問 １９問 ２５問

対象者数 約２６０,０００人 約２,４５０人 １,２６４事業所

回答数 ８１８件 １,１５４件 １７９件

回答方法 LoGoフォーム LoGoフォーム LoGoフォーム
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【高校生アンケート】

① あなた自身のこと（１問）
② 男女共同参画に対する考え方について（２問）
③ 固定的性別役割分担について（１問）
④ 女性の活躍推進について（５問）
⑤ 人権について（９問）
⑥ 男女共同参画推進について（自由記述）

【合計１９問】
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回答者の属性等について
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属性①

属性②
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属性③
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属性④
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男女共同参画について
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男女共同参画
用語の認知度①・②

48



男女共同参画
男女平等感①
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男女共同参画
男女平等感②
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男女共同参画
固定的性別役割分担①・②

51



女性活躍推進について
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女性活躍推進①

長短はあるものの、男女ともに６割超が、女性が職業をもつことについて賛成
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女性活躍推進②
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女性活躍推進③
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女性活躍推進④
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人権・DVについて

57



人権・DV①

58



人権・DV②

59



人権・DV③・④

60



人権・DV⑤

61



人権・DV⑥

62



人権・DV⑦
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人権・DV⑧
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市 民 高 校 生 事 業 所

調査対象
市内に在住または通勤
通学する18歳以上の者

市内の高校２年生
（特別支援学校含む）

従業者１０人以上の
民営事業所

調査期間
９月１日～

９月３０日
９月１日～

９月３０日
１０月１５日～

１１月２０日

設問数
（自由記述含む）

３２問 １９問 ２５問

対象者数 約２６０,０００人 約２,４５０人 １,２６４事業所

回答数 ８１８件 １,１１０件 １７９件

回答方法 LoGoフォーム LoGoフォーム LoGoフォーム
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【事業所アンケート】

① 事業所について（１問）
② 労働時間や有給休暇取得状況について（5問）
③ 育児・介護支援制度について（４問）
④ 女性活躍推進について（３問）
⑤ ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）について（８問）
⑥ ハラスメント対策について（２問）
⑦市（行政）に望む支援について（２問）

【合計２５問】

66



調査結果から見えた主な課題

【事業所アンケート】

67



68



回答事業所の業種等について

69



回答事業所の業種は、「建設業」が53社（29.6％）で最も多く、次いで「製造業」27社（15.1％）、
「その他のサービス業」26社（14.5％）となっており、幅広い業種の事業所から回答が得られた。

属性①

29.6％ 15.1％

14.5％
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経営者の性別は、「男性」が169社（94.4％）と大半を占め、「女性」は10社（5.6％）にとどまっており、
男性経営者が中心となっている状況がみられる。

属性②

71



回答事業所の従業員数は、「11名～30名」が最も多く86社（48.0％）

中小規模の事業所からの回答が多い傾向がみられる。

属性③
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常用従業員9,582人のうち、

・ 男性は、5,366人（56.0％）
・ 女性は、4,171人（43.5％）
・ その他は、45人（0.5％） を占める。

属性④
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性別によって雇用形態に違いが見られる。
男性の「正規雇用」 80.3％に対し、女性の「正規雇用」は、55.9％に留まる。
女性は非正規雇用やその他の雇用形態の割合が比較的高い傾向がみられる。

属性⑤
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障がい者雇用数について、１２１社（67.6％）が「雇用していない」としており、未雇用の事業所が多い。
1～４人雇用は５１社（28.5％）で、雇用を行う場合は少人数が中心となっている。

67.6％

属性⑥
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管理職は全体で男性が多数を占め、役員・部長・課長・係長いずれの職位でも男性が中心。
女性管理職の割合は比較的低い状況となっている。

属性⑦
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労働時間や有給休暇取得状況

77



平均残業時間は「1～9時間」が80社（44.7％）で最も多く、次いで「10～19時間」が52社（29.1％）
残業なし（０時間）も一定数あり。20時間未満の残業が、全体の８割超を占める。

各種取組み①

全体の８割超
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長時間労働の是正・解消の取組みは、

「身近な上司からの声かけ」や

「残業の事前承認」、

「会議時間・回数の見直し」など、

日常的なマネジメントによる対応が
多くの事業所で導入されている。

一方、制度的な取組みの導入は限定的。

各種取組み②
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年次有給休暇取得状況では、取得率50％以上の事業所が多数を占め、取得意識の向上がみられる。
最多は50％～74％の82社（45.8％）。一方、取得率25％未満の事業所も存在する（９社）。

各種取組み③

取得率50％以上
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有給休暇取得促進の取組みでは、

「時間単位、半日単位など柔軟な有給
休暇の取得制度」

「積極的な休暇取得の仕組みづくり」

の導入が多く、

制度面と職場環境の両面からの
取得促進が進められている。

各種取組み④
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育児休業や介護休業については、
多くの事業所で就業規則に規定されており、
取得が制度上認められていることが明確。

一方、看護休暇や介護休暇の有給規定は
規定率が低く、事業所間で取扱に差あり。

各種取組み⑤
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育児休業や介護休業、看護休暇・介護休暇
の取得は、男女ともに
一部の事業所で実施されている。

取得状況は男性より女性の方が
高い傾向にあり、
（特に、「育児休業」が顕著）

制度は利用されつつも、
全体としては限定的な状況である。

各種取組み⑥

83



女性活躍推進について

84



女性従業員の就業継続状況は
事業所によって差があり、

「子を出産して産休・育休後に
復帰し継続して就業している」
事業所は74社（41.3％）
にとどまる。

出産や育児を契機に離職する
事業所は 10社（5.6％）あり。

育児・出産を契機とした
離職防止や
就業継続支援の整備が課題。

女性活躍推進①

5.6％

41.3％
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・出産後の継続就業に向けた
配慮（勤務地や労働条件）

・研修・教育機会への女性の
参加促進

などの基本的施策は
６割以上の事業所で導入。

女性の継続就業や
キャリア支援への意識は
比較的高い。

女性活躍推進②

86



「家庭生活（家事・育児・介護等）の女性への負担」は93社（52.0％）で最も多く、女性活躍推進の

制約要因として依然大きい。また、管理職希望者の少なさや必要スキルを持つ女性人材の不足も顕著。

女性活躍推進③

52.0％
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ワーク・ライフ・バランスについて

88



・「行っている」と回答した事業所：87社（48.6％）

・「行っていない」とする事業所 ：92社（51.4％）

実際の制度導入や取組みの実施には至っていない事業所も多いと考えられ、
取組みを促進するための支援や情報提供の必要性がうかがえる。

「管理職・従業員ともに理解している」とする事
業所が多数（121社 67.6％）を占め、

企業内での認知は一定程度進んでいると考え
られる。

一方、「“管理職”は、理解している」とする回答
も39社（21.8％）あり、管理職層での理解

が先行し、従業員への浸透には差がある可能
性がうかがえる。

ﾜｰｸ・ﾗｲﾌ・ﾊﾞﾗﾝｽ①

67.6％

21.8％

ﾜｰｸ・ﾗｲﾌ・ﾊﾞﾗﾝｽ②
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全体的に、ワーク・ライフ・バランス推進の中心は
休業・休暇取得や時間外労働削減など
『労働時間関係』の取組みに集中される傾向。

その他、『啓発・情報提供関係』における
各種制度や取組の周知 や

『福利厚生関係』における
メンタルヘルス等健康管理・増進取組みについては
一定数あり。

ﾜｰｸ・ﾗｲﾌ・ﾊﾞﾗﾝｽ③
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ハラスメント対策について
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ハラスメント防止の取組みは、「就業規則等へのハラスメント禁止の明記」（125社、69.8%）が最も多く、
制度面の整備が進む一方、研修や実態把握など実践的な取組みは比較的少ない状況が見られる。

ハラスメント対策①

69.8％
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ハラスメント対応における困難点としては、「どこまでがハラスメントに該当するのか線引きが難しい」（124社、69.3％）が最多。
次いで、「当事者の言い分が食い違うなど、事実確認が難しい」（104社、58.1％）が続き、判断や事実確認の難しさが大きな課題

ハラスメント対策②

69.3％

58.1％
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市（行政）に望む支援について
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●「成果をあげている企業の具体
的な取組み事例の紹介」

●「女性活躍、ワーク・ライフ・バラ
ンスにかかる各種支援」

などを中心に、
市（行政）に希望する。

また、「研修やセミナー実施」の

希望も一定数あり。

その他①

95


	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4: 主な課題など
	スライド 5
	スライド 6: 回答者の属性等について
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11: 男女共同参画について
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19
	スライド 20: 女性活躍推進について
	スライド 21
	スライド 22
	スライド 23
	スライド 24
	スライド 25
	スライド 26: 人権・DVについて
	スライド 27
	スライド 28
	スライド 29
	スライド 30
	スライド 31
	スライド 32
	スライド 33
	スライド 34: 防災について
	スライド 35
	スライド 36
	スライド 37: その他（社会進出等について）
	スライド 38
	スライド 39
	スライド 40
	スライド 41
	スライド 42
	スライド 43: 回答者の属性等について
	スライド 44
	スライド 45
	スライド 46
	スライド 47: 男女共同参画について
	スライド 48
	スライド 49
	スライド 50
	スライド 51
	スライド 52: 女性活躍推進について
	スライド 53
	スライド 54
	スライド 55
	スライド 56
	スライド 57: 人権・DVについて
	スライド 58
	スライド 59
	スライド 60
	スライド 61
	スライド 62
	スライド 63
	スライド 64
	スライド 65
	スライド 66
	スライド 67: 調査結果から見えた主な課題
	スライド 68
	スライド 69: 回答事業所の業種等について
	スライド 70
	スライド 71
	スライド 72
	スライド 73
	スライド 74
	スライド 75
	スライド 76
	スライド 77: 労働時間や有給休暇取得状況
	スライド 78
	スライド 79
	スライド 80
	スライド 81
	スライド 82
	スライド 83
	スライド 84: 女性活躍推進について
	スライド 85
	スライド 86
	スライド 87
	スライド 88: ワーク・ライフ・バランスについて
	スライド 89
	スライド 90
	スライド 91: ハラスメント対策について
	スライド 92
	スライド 93
	スライド 94: 市（行政）に望む支援について
	スライド 95

